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上 場 会 社 名  日 本 研 紙 株 式 会 社 上場取引所 大 

コ ー ド 番 号  ５３９８ 本社所在都道府県  
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代 表 者    役職名   代表取締役社長  氏名 宇 田 吉 孝   

問合せ先責任者    役職名  取締役執行役員管理本部長  氏名 吉 村  勉   T E L ( 0 6 ) 6 5 3 6 - 3 5 1 1 

中間決算取締役会開催日 平成１８年８月２５日     

米国会計基準採用の有無 無 
 
１．１８年６月中間期の連結業績（平成１８年１月１日～平成１８年６月３０日） 

(1) 連結経営成績                            （金額の表示：百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

１８年６月中間期 

１７年６月中間期 

     百万円   ％ 

２，１５０ (  ７．９)

１，９９４ ( △４．５)

百万円   ％

    １８５ （  ５．４）

    １７５ （ １５．９）

百万円   ％

    １７２  （  １．２）

    １７０  （ ２１．２）

１７年１２月期 ４，１３７            ３２０  ３２５  
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 

１８年６月中間期 

１７年６月中間期 

百万円   ％

   △２２  （    ―）

１０４  （ ２１．９）

円   銭

      △２   ２４ 

１０   ２０ 

円   銭

   ― 

  ― 

１７年１２月期    １８５         １６   ６１        ― 

(注)①持分法投資損益      18年6月中間期  ― 百万円 17年6月中間期  ― 百万円 17年12月期  ― 百万円 

②期中平均株式数(連結) 18年6月中間期 10,232,253株 17年6月中間期 10,233,266株 17年12月期 10,233,003株 

③会計処理の方法の変更   無 

④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産

 

１８年６月中間期 

１７年６月中間期 

百万円 

４，６５２ 

４，３７０ 

百万円

 １，６３６ 

 １，４７１ 

％

  ３４．７ 

 ３３．７ 

    円   銭

１５７  ８５ 

１４３  ８１ 

１７年１２月期 ４，９１３   １，７６２   ３５．９ １７０  ６４ 

(注)期末発行済株式数(連結) 18年6月中間期 10,232,016株 17年6月中間期 10,232,751株 17年12月期 10,232,736株 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による

キャッシュ・フロー

財務活動による

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 

１８年６月中間期 

１７年６月中間期 

百万円 

２０８ 

１１２ 

百万円

    △１３ 

    △８４ 

百万円

△１６５ 

△１９１ 

百万円

４６９ 

３５４ 

１７年１２月期  ８０    △１００     △５９ ４４１ 
 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数   ２社   持分法適用非連結子会社数   ０社   持分法適用関連会社数   ０社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   ０社   (除外)   ０社    持分法 (新規)   ０社   (除外)   ０社 
 
２．１８年１２月期の連結業績予想（平成１８年１月１日～平成１８年１２月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 

通  期 

百万円

    ４，３５０ 

百万円

   ３３０ 

百万円

    ７５ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ７円 ３３銭 
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想

数値と異なる結果となる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料４ページをご参照ください。 
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企業集団の状況 

当社の企業集団は、当社及び子会社３社(うち連結子会社２社)で構成され、研磨布紙及びその他研磨材製

商品の製造販売、茶類及び医薬部外品等の販売を行っている。 

当社グループの事業に係る位置づけは次のとおりである。 

    研磨材製商品の製造販売             …主に当社及び連結子会社・昆山正日研磨料有限公司が行っている。 

    茶類及び医薬部外品等の販売…主に連結子会社・日本研紙クリエイティブ㈱が行っている。 

 

 

                                                       

 

  

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

(注)＊１．当社が販売する製商品の仕入の一部は、連結子会社・日本研紙クリエイティブ㈱を経由している。 

  ＊２．連結子会社・日本研紙クリエイティブ㈱が販売する製商品の仕入の一部は当社を経由している。 

  ＊３．中国市場において、当社より仕入れた研磨布紙等の加工・販売を行っている。 

   ４．非連結子会社である福山日研有限会社は、当期中に清算予定であるため記載していない。 

 

日 本 研 紙 株 式 会 社（当 社） 

日本研紙クリエイティブ株式会社 

(連 結 子 会 社) 

得 意 先         

昆山正日研磨料有限公司 

(連 結 子 会 社) 

＊１ ＊２ 
＊３ 
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経 営 方 針 

 

（１） 経営の基本方針 

 当社グループは、各種研磨材及び茶類・入浴剤等の製造販売を通じ、各産業分野における物作

り、研磨加工技術の向上及び消費者の健康増進をはかり、各種産業及び消費者からの多岐にわた

るニーズに的確に対応し、広く社会に貢献することを経営の基本方針としております。 

 

（２） 利益配分に関する基本方針 

当社は安定配当を基本方針としております。また、将来の事業展開や企業体質強化を勘案し

た場合、内部留保の充実も重要な責務だと考えておりますので、当該決算期の経営成績に照らし

ながら、最終配当金額を決定することにしております。 

 

（３） 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

 最近の市場環境は、景気の回復とともにやや改善の兆しが見られますものの、ユーザー各社に

おける生産基地の海外移転傾向は続いており、今後国内需要が大きく伸びる可能性はあまり期待

できないのではないかと思われます。 

 このような、厳しい環境が当面続く状況下ではありますが、ハイテク分野においては新素材や

高機能複合材が広く求められており、これらに向けての研磨材・研磨技術に対する要求は、ます

ます高度化・多様化してきております。 

  当社は、これらのユーザーニーズに対応できるように、新素材・新技術の動向を的確に把握し、

時代の要請に対応した研究開発を推進していかなければならないと考えております。そのために

製販一体によるユーザー密着及びよりきめ細かな市場対応、新技術の製品化スピードアップ等を

めざし、組織の再編、人材の重点配置等による成果の結実を追求いたします。 

  また、世界の生産基地ならびに消費大国としての道を歩みつつある中国を中心とした東アジア

及び東南アジア市場への輸出拡大も大きな命題であります。現地における競争激化に伴い、品

質・価格面での要求水準は一段と厳しくなってきております。 

当社グループにおいては、中国･昆山市に設立いたしました子会社「昆山正日研磨料有限公司」

の操業度拡大、付加価値向上をはかるために、グローバル化の進展に対応した体制づくりを進め

てまいります。 

 当社グループとしましては、上記課題に対し、全社を挙げて取り組み、世界にあまねく「日研

ブランド」を確立することにより経営の安定的な発展と業績の向上をはかってまいる所存であり

ます。 

 

（４）親会社等に関する事項 

当社は親会社等を有しておりませんので、記載する事項はありません。 

  

経営成績及び財政状態 

（１）経営成績 

１．当中間期の概況 

 当中間期におけるわが国の経済は、堅調な企業収益や設備投資の増加、消費の拡大、雇用環境

の好転等により、景気は総じて回復基調で推移いたしました。しかしながら、研磨材業界におき

ましては、原油価格の高騰に伴う原材料価格の上昇等、企業を取り巻く環境は先行きに不透明感

を残したまま推移いたしました。 

 このような情勢のもと、当社グループにおける売上の状況は、自動車業界関連においては堅調
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に推移し、ＩＴ分野関連が前年同期と比較し復調したものの、木工家具業界向けは低調という状

況で推移いたしました。その結果、当中間期における売上高は、2,150 百万円となり前年同期比

7.9％の増となりました。このうち、国内部門では前年同期比 4.2%、海外部門においては中国を

中心に 25.0%それぞれ増加いたしました。 

 品目別では、前年同期比で研磨紙が 12.8%、ダイヤは 11.5%、機械等仕入商品は 3.9%とそれぞ

れ増加したものの、研磨布につきましては前年同期比 1.4%の減となりました。 

 利益面につきましては、増収効果のほかに原材料の見直しや諸コストの節減効果等もあり営業

利益は 185 百万円(前年同期比 5.4%増)、経常利益は 172百万円(前年同期比 1.2%増)となりまし

たが、固定資産の減損損失を特別損失として 122 百万円計上したため、最終利益は 22 百万円の

純損失となりました。 

 

２．通期の見通し 

 通期の見通しでありますが、堅調な個人消費や企業収益の改善に伴う設備投資の増加等もあり

当面は順調に推移するものと見られますが、高止まりを続ける原油価格や原材料価格の上昇、株

式市場の低迷、米国経済の減速傾向や中東情勢など幾多の懸念材料があります。また、当研磨材

業界におきましては市場における価格競争が一段と激しくなってきており、厳しい経営環境が続

くものと思われます。 

 当社グループにおいては、国内市場の深耕とあわせて海外市場の開拓に一段と注力するととも

に、引続き、コストの削減、市場ニーズに対応した新製品開発を推進し経営体質の強化を図る所

存であります。 

 通期の業績は、売上高 4,350 百万円、経常利益 330 百万円、当期純利益 75百万円を見込んで

おります。 

 

（２）財政状態 

キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ、各活動による 28百万円の増加等により 469 百万円となりました。 

  ＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

営業活動の結果得られた資金は 208 百万円となりました。これは、税金等調整前中間純利益

56 百万円に減価償却費、未払費用の増加等に減損損失を加算したものから、たな卸資産の増加、

法人税等の支払額等を減算したものであります。 

 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

    投資活動の結果使用した資金は 13 百万円となりました。これは主に当中間連結会計期間にお

ける当社および子会社による固定資産の取得によるものであります。 

 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 財務活動の結果使用した資金は 165 百万円となりました。これは、借入金等の返済を継続して

進めていることと配当金の支払が主な要因であります。 
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なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は下記のとおりであります。 

 平成 18 年 6 月中間期 平成 17 年 6 月中間期 平 成 1 7 年 1 2 月 期

自己資本比率(%) 34.7 33.7 35.9 

時価ベースの自己資本比率(%) 84.7 58.5 88.1 

債務償還年数(年)  3.7  6.8 20.6 

インタレスト･カバレッジ･レシオ(倍) 14.8  9.1  3.2 

 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

中間期末における債務償還年数：有利子負債／（営業キャッシュ・フロー×２） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１． 各指数は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２． 株式時価総額は、(中間)期末株価終値×(中間)期末発行済株式数(自己株式控除後)により算定しておりま

す。 

３． 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」を使

用しております。有利子負債は、(中間)連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支

払額を使用しております。 
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構成比 構成比 構成比

% % %

569,694 454,230 541,435
779,865 984,999 974,404

1,557,864 1,313,435 1,419,932
25,945 27,091 28,056
37,550 23,312 48,130

△ 5,571 △ 12,705 △ 11,969

2,965,349 63.7 2,790,363 63.8 2,999,990 61.1

建 物 及 び 構 築 物 213,493 212,371 216,290
機械装置及び運搬具 149,005 157,760 156,885
土 地 481,827 604,245 604,245
建 設 仮 勘 定 2,479 1,746 -
そ の 他 16,984 17,170 17,424

計 863,790 (18.6) 993,294 (22.7) 994,845 (20.2)

電 話 加 入 権 825 825 825
ソ フ ト ウ ェ ア 429 -            273
土 地 使 用 権 13,218 19,842 13,722

計 14,473 (0.3) 20,667 (0.5) 14,821 (0.3)

投 資 有 価 証 券 757,193 515,003 851,204
繰 延 税 金 資 産 -            19,284 -
そ の 他 52,367 42,608 53,548
貸 倒 引 当 金 △ 893 △ 10,279 △ 893

計 808,667 (17.4) 566,617 (13.0) 903,859 (18.4)

1,686,931 36.3 1,580,579 36.2 1,913,526 38.9

4,652,280 100.0 4,370,943 100.0 4,913,517 100.0

（単位：千円）
前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

科　　　　　　目
平成17年12月31日現在平成17年6月30日現在平成18年6月30日現在

固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

金　　額

（ 資 産 の 部 ）

た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

金　　額金　　額

中 間 連 結 貸 借 対 照 表

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

＊千円未満切捨

Ⅰ 流 動 資 産

Ⅱ 固 定 資 産

資　産　合　計

現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産
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構成比 構成比 構成比

% % % 

支払手形及び買掛金 860,407 741,550 829,615
短 期 借 入 金 856,580 928,265 1,130,965
未 払 法 人 税 等 55,758 74,800 95,237
役 員 賞 与 引 当 金 8,000 - -
そ の 他 277,413 290,896 248,569

流 動 負 債 合 計 2,058,160 44.2 2,035,512 46.6 2,304,386 46.9

社 債 88,000 340,000 104,000
長 期 借 入 金 590,000 250,000 355,000
退 職 給 付 引 当 金 92,499 133,962 114,265
役員退職慰労引当金 67,132 111,479 116,504
繰 延 税 金 負 債 119,709 - 131,520

固 定 負 債 合 計 957,342 20.6 835,441 19.1 821,290 16.7

負 債 合 計 3,015,502 64.8 2,870,954 65.7 3,125,677 63.6

少 数 株 主 持 分 － － 28,459 0.6 25,695 0.5

－ － 512,325 11.7 512,325 10.4

－ － 56,182 1.3 56,182 1.1

－ － 759,762 17.4 841,361 17.1

－ － 145,928 3.3 345,226 7.0

－ － △ 255 △ 0.0 9,467 0.2

－ － △ 2,412 △ 0.0 △ 2,416 △ 0.0

資 本 合 計 － － 1,471,529 33.7 1,762,145 35.9

－ － 4,370,943 100.0 4,913,517 100.0

－ －
資 本 金 512,325 － －
資 本 剰 余 金 56,182 － －
利 益 剰 余 金 751,308 － －
自 己 株 式 △ 2,667 － －
株 主 資 本 合 計 1,317,148 28.3 － － － －

Ⅱ 評価･換算差額等
その他有価証券評価差額金 288,972 － －
為替換算調整勘定 8,990 － －
評価・換算差額等合計 297,963 6.4 － － － －

Ⅲ 少 数 株 主 持 分 21,666 0.5 － － － －

純 資 産 合 計 1,636,778 35.2 － － － －

4,652,280 100.0 － － － －負 債 純 資 産 合 計

Ⅰ 株　主　資　本

（ 資 本 の 部 ）

Ⅵ 自 己 株 式

負債、少数株主持分及び資本合計

当中間連結会計期間末

平成18年6月30日現在

（単位：千円）

＊千円未満切捨

金　　額

要約連結貸借対照表
前連結会計年度の

平成17年12月31日現在

前中間連結会計期間末

平成17年6月30日現在
科　　　　　　目

Ⅱ 固 定 負 債

金　　額 金　　額

（ 純 資 産 の 部 ）

（ 負 債 の 部 ）
Ⅰ 流 動 負 債

Ⅰ 資 本 金

Ⅱ 資 本 剰 余 金

Ⅲ 利 益 剰 余 金

Ⅳ その他有価証券評価差額金

Ⅴ 為替換算調整勘定
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金　　額 百分比 金　　額 百分比 百分比
％ ％ ％

2,150,780 100.0 1,994,028 100.0 4,137,994 100.0

売 上 原 価 1,466,423 68.2 1,318,065 66.1 2,824,308 68.3

684,356 31.8 675,963 33.9 1,313,686 31.7

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 499,098 23.2 500,147 25.1 993,151 24.0

185,258 8.6 175,815 8.8 320,534 7.7

受 取 利 息 713 553 1,253
受 取 配 当 金 3,389 2,314 3,676
受 取 保 険 金 161 2,000 4,066
受 取 手 数 料 - - 1,020
為 替 差 益 2,766 2,386 18,779
そ の 他 4,190 816 6,635

営 業 外 収 益 計 11,221 0.5 8,071 0.4 35,433 0.9

支 払 利 息 15,444 11,965 25,985
手 形 売 却 損 2,412 993 2,480
固 定 資 産 除 却 損 81 147 322
そ の 他 6,329 693 1,894

営 業 外 費 用 計 24,268 1.1 13,799 0.7 30,682 0.7

172,211 8.0 170,087 8.5 325,285 7.9

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 6,397 - 280

特 別 利 益 計 6,397 0.3 - - 280 0.0

貸 倒 引 当 金 繰 入 損 - 2,420 2,420
減 損 損 失 122,417 - -

特 別 損 失 計 122,417 5.7 2,420 0.1 2,420 0.1

56,192 2.6 167,667 8.4 323,145 7.8

法人税、住民税及び事業税 54,222 2.5 71,414 3.6 137,191 3.3
法 人 税 等 調 整 額 28,749 1.3 △ 7,002 △ 0.4 6,617 0.2
少 数 株 主 損 失 △ 3,890 △ 0.1 △ 1,139 △ 0.0 △ 6,658 △ 0.2

△ 22,889 △ 1.1 104,395 5.2 185,994 4.5
＊千円未満切捨

自平成17年 1月 1日

金　　額

営 業 外 収 益

特 別 損 失

科　　　目

売 上 総 利 益

売 上 高

特 別 利 益

 中 間 連 結 損 益 計 算 書

営 業 利 益

自平成18年 1月 1日
至平成17年 6月30日 至平成17年12月31日

前中間連結会計期間
前連結会計年度の

当中間連結会計期間

至平成18年 6月30日

要約連結損益計算書

営 業 外 費 用

中間(当期)純利益または中間純損失(△)

（単位：千円）

自平成17年 1月 1日

経 常 利 益

税金等調整前中間(当期)純利益
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中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日　至　平成18年６月30日) (単位：千円）

　株主資本以外の項目の中間連結会計

　　期間中の変動額(純額)

　株主資本以外の項目の中間連結会計

　　期間中の変動額(純額)

*千円未満切捨

△ 51,163

評価･換算差額等
合計

為替換算
調整勘定

その他有価証券
評価差額金

　平成17年12月31日残高

　中間連結会計期間中の変動額

　　剰余金の配当

　　役員賞与の支給

　　中間純損失

　　自己株式の取得

　中間連結会計期間中の変動額合計

　平成18年６月30日残高

株　主　資　本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少数株主持分 純資産合計

512,325 56,182 841,361 △ 2,416 1,407,451

利益剰余金 自己株式

△ 51,163

株主資本合計資　本　金 資本剰余金

　　中間純損失

　　自己株式の取得

　中間連結会計期間中の変動額合計

　平成18年６月30日残高

　平成17年12月31日残高

　中間連結会計期間中の変動額

　　剰余金の配当

　　役員賞与の支給 △ 16,000

△ 22,889 △ 22,889

△ 16,000

△ 250△ 250

△ 90,303

512,325 56,182 751,308 △ 2,667 1,317,148

△ 90,053 △ 250

1,787,840

△ 51,163

345,226 9,467 354,693 25,695

△ 16,000

△ 22,889

△ 250

△ 56,253 △ 476 △ 56,729 △ 4,028 △ 60,758

△ 151,062

288,972 8,990 297,963 21,666 1,636,778

△ 56,253 △ 476 △ 56,729 △ 4,028
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(単位：千円）

(資本剰余金の部）

Ⅰ資 本 剰 余 金 期 首 残 高 56,182 56,182

Ⅱ資本剰余金中間期末(期末)残高 56,182 56,182

(利益剰余金の部）

Ⅰ利 益 剰 余 金 期 首 残 高 722,535 722,535

Ⅱ利 益 剰 余 金 増 加 高

１.中間（当期）純利益 104,395 185,994
計 104,395 185,994

Ⅲ利 益 剰 余 金 減 少 高

１.配当金 51,168 51,168
２.役員賞与 16,000 16,000

計 67,168 67,168

Ⅳ利益剰余金中間期末(期末)残高 759,762 841,361

＊千円未満切捨

中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

自平成17年 1月 1日自平成17年 1月 1日

前中間連結会計期間 前連結会計年度

科　　目

至平成17年12月31日至平成17年 6月30日
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（単位：千円）

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度

自平成18年 1月 1日 自平成17年 1月 1日 自平成17年 1月 1日

至平成18年 6月30日 至平成17年 6月30日 至平成17年12月31日

金額 金額 金額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー

      税金等調整前中間(当期)純利益 56,192 167,667 323,145

      減価償却費 17,797 16,123 36,249

      減損損失 122,417 － －

      貸倒引当金の増減額 △ 6,397 1,448 △ 8,673

      受取利息及び受取配当金 △ 4,102 △ 2,868 △ 4,930

      支払利息 15,444 11,965 25,985

      退職給付引当金の増減額 △ 21,766 △ 18,214 △ 37,911

      役員退職慰労引当金の増減額 △ 49,371 5,025 10,050

      役員賞与引当金の増加額 8,000 － －

      会員権評価損 － － 2,420

      有形固定資産除却損 81 147 322

      売上債権の増減額 194,130 △ 57,233 △ 46,638

      たな卸資産の増減額 △ 139,302 △ 104,279 △ 209,812

      仕入債務の増減額 27,710 53,603 139,475

      未払費用の増減額 91,171 89,410 △ 1,365

      未払消費税等の増減額 13,463 △ 25,695 △ 37,067

      未収金の増減額 5,924 7,076 △ 832

      役員賞与の支払額 △ 16,000 △ 16,000 △ 16,000

      その他 △ 3,036 12,479 △ 2,347

小計 312,354 140,656 172,068

      利息及び配当金の受取額 4,110 2,876 4,930

      利息の支払額 △ 14,129 △ 12,345 △ 25,126

      法人税等の支払額 △ 93,858 △ 19,034 △ 71,621

   営業活動によるキャッシュ･フロー 208,478 112,152 80,251

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

      投資有価証券の取得による支出 △ 691 △ 662 △ 1,345

      有形固定資産の取得による支出 △ 11,608 △ 82,090 △ 104,273

      その他　 △ 1,558 △ 2,159 4,995

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 13,858 △ 84,912 △ 100,623

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー

      短期借入金の増減額 △ 145,847 △ 44,234 143,465

      長期借入による収入 400,000 10,000 200,000

      長期借入金の返済による支出 △ 292,500 △ 90,000 △ 160,000

      社債の償還による支出 △ 76,000 △ 16,000 △ 192,000

      自己株式の取得による支出 △ 250 △ 263 △ 267

      配当金の支払額 △ 51,163 △ 51,168 △ 51,168

   財務活動によるキャッシュ･フロー △ 165,761 △ 191,666 △ 59,970

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 598 1,696 4,818

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 28,259 △ 162,729 △ 75,524

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 441,435 486,790 486,790

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 30,169 30,169

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 469,694 354,230 441,435

＊千円未満切捨

科　目

中間連結キャッシュ･フロー計算書
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

   連結子会社の数   ２社   日本研紙クリエイティブ㈱ 

                  昆山正日研磨料有限公司 

   非連結子会社の数   １社     福山日研(有) 

    非連結子会社１社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外している。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

   該当事項なし。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

   連結子会社のうち、日本研紙クリエイティブ㈱の中間決算日は3月31日である。 

   中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っている。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

            ①有価証券 

         その他有価証券 

          時価のあるもの………中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価法 

                     （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

          時価のないもの………移動平均法による原価法 

            ②たな卸資産 

          主として先入先出法による原価法 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

       有形固定資産………当社及び国内連結子会社については定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額法）によっており、在外連結子会社については、

定額法によっている。 

なお、主な耐用年数は次のとおりである。 

     建物及び構築物     6年～ 50年 

     機械装置及び運搬具   4年～ 10年 

     その他         3年～ 20年 

     無形固定資産………在外連結子会社の土地使用権については当該国の会計処理基準に基づく定額法 

              自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間(5年)に基づく定額法 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上している。 

②退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上している。なお、会計基準変更時差異
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（1,048,889千円）については第60期(平成13年12月期)より10年による按分額を費用処理している。 

なお、過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による按分

額を定額法により処理している。また、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理している。 

③役員賞与引当金 

役員に支給する賞与の支払に備えるため、当連結会計年度末における支給見込額に基づき、当中間連結会計期

間末において発生していると認められる額を計上している。 

④役員退職慰労引当金    

   役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間連結会計期間末要支給額を計上している。 

 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は、損益として処理し

ている。なお、在外子会社等の資産および負債、収益および費用は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主持分および資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上している。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

 （６）重要なヘッジ会計の方法 

        ①ヘッジ会計の方法 

         当社グループの行っている金利キャップ取引及び金利スワップ取引は、それぞれ金利キャップ及び金 

        利スワップの特例処理の要件を満たすものであり、特例処理によっている。 

        ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

         ヘッジ手段…金利キャップ取引、金利スワップ取引 

         ヘッジ対象…長期借入金の支払金利 

        ③ヘッジ方針 

         将来の金利上昇によるリスク回避を目的に行っており、投機的な取引は行わない方針である。 

        ④ヘッジ有効性評価の方法 

         ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及び その後も 

        継続しキャッシュ・フロー変動を完全に相殺できるものと想定することができるため、ヘッジ有効性 

         の判定は省略している。 

 

 （７）消費税等の会計処理の方法 

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的投資からなる。 

 

 

 

 

 

 

13



  

（会計処理の変更） 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

当中間連結会計期間から、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成15年10月31

日）を適用している。この変更に伴い、税金等調整前中間純利益が122,417千円減少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき当該資産の金額から直接控除している。 

 

２．役員賞与に関する会計基準 

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第４号 平成17年11月29日）が会社法施行日（平成18年５月

１日）以後終了する連結会計年度の中間連結会計期間から適用されることに伴い、当中間連結会計期間より当該会計基準を適用し

ている。これにより、従来の方法と比較して営業利益、経常利益、税金等調整前中間純利益がそれぞれ8,000千円減少している。 

 

３．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

している。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は1,615,111千円である。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、改正後

の中間連結財務諸表規則により作成している。 
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[ 注 記 事 項 ]

(中間連結貸借対照表関係)

担保に供している資産

建物及び構築物 101,716 千円 106,851 千円 103,131 千円

機械装置 87,298 95,401 90,818

土地 79,010 79,010 79,010

投資有価証券 34,763 20,071 44,225

302,788 301,333 317,184

(うち工場財団 231,772 245,692 238,082 ）

担保資産が供されている債務

短期借入金 630,000 千円 742,500 千円 757,500 千円

長期借入金 590,000 250,000 355,000

1,220,000 992,500 1,112,500

1,687,201 千円 1,653,060 千円 1,671,270 千円

受取手形割引高 457,429 千円 197,595 千円 278,382 千円

金融機関の休日である前連結会計年度末日が満期の受取手形および支払手形は、満期日に入金又は決済が

あったものとして処理している。その金額は下記のとおりである。

受取手形 － 千円 － 千円 5,291 千円

受取手形割引高 － 千円 － 千円 68,692 千円

支払手形 － 千円 － 千円 80,421 千円

(中間連結損益計算書関係)

1.販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額

減価償却費 4,951 千円 3,501 千円 8,452 千円
役員報酬 44,082 47,260 93,336
給料手当 150,477 159,650 320,965
賞与 38,092 41,719 86,348
法定福利費 29,602 29,676 60,026
退職給付費用 42,348 41,231 82,234
役員賞与引当金繰入額 8,000 － －
役員退職慰労引当金繰入額 7,666 5,025 10,050
運賃 34,391 30,512 62,834

有形固定資産の減価償却累計額

(前連結会計年度末）

計

計

(当中間連結会計期間末）（前中間連結会計期間末）
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2.減損損失
当中間連結会計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上した。
用途 新工場用地
場所 広島県尾道市
種類 土地
減損損失計上額 122,417 千円
　当社の資産は、事業用資産については管理会計上の区分を基礎として、遊休資産につい
ては個別の資産単位毎にグルーピングを行っている。上記の資産は、近年の地価下落傾向の
中、時価が著しく下落しているため帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上し
ている。
  なお、回収可能価額は正味売却価額により算定しており、主として不動産鑑定評価基準に
より算定している。

(中間連結株主資本等変動計算書関係)

当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日　至 平成18年６月30日）
1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

2.自己株式の種類及び株式数に関する事項

・自己株式数の増加は単元未満株式の買取請求による取得によるものである。

3.配当に関する事項
　平成18年３月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議された。
　（1）配当金の総額　　51,163千円
　（2）1株当たり配当額　　5円
　（3）基準日　　　　　平成17年12月31日
　（4）効力発生日　　　平成18年３月31日
　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結（連結）貸借対照表に記載されている
科目の金額との関係

現金及び預金勘定 569,694 千円 454,230 千円 541,435 千円
預入期間が３カ月を超える定期預金 △ 100,000 千円 △ 100,000 千円 △ 100,000 千円
現金及び現金同等物 469,694 千円 354,230 千円 441,435 千円

10,246,500         
株式の種類 前連結会計年度末 増加 当中間連結会計期間末減少

普通株式（株） 10,246,500    -              -             

減少 当中間連結会計期間末
普通株式（株） 13,764        720            -             14,484             
株式の種類 前連結会計年度末 増加
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(リース取引関係)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

取 得 価 額 相 当 額 6,300 6,300 6,300
減価償却累計額相当額 3,750 2,850 3,300
期 末 残 高 相 当 額 2,550 3,450 3,000

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の
　　　中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。

　（２）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

1 年 内 900 900 900
1 年 超 1,650 2,550 2,100
合 計 2,550 3,450 3,000

（注）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が
　　　有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により
　　　算定している。

　（３）支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 450 450 900
減 価 償 却 費 相 当 額 450 450 900

　（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(単位：千円）

(単位：千円）

前連結会計年度

前連結会計年度

(単位：千円）
当中間連結会計期間前中間連結会計期間 前連結会計年度

当中間連結会計期間前中間連結会計期間

当中間連結会計期間前中間連結会計期間
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(有 価 証 券 関 係)

当中間連結会計期間(平成18年 6月30日現在）

１.その他有価証券で時価のあるもの (単位：千円)

１．株 　　 　式 250,707       737,193               486,486

合 　　　　　計 250,707       737,193               486,486

２．時価評価されていない主な有価証券

その他有価証券      (単位：千円)

前中間連結会計期間(平成17年 6月30日現在）

１.その他有価証券で時価のあるもの (単位：千円)

１．株 　　 　式 249,333       495,003               245,670

合 　　　　　計 249,333       495,003               245,670

  (単位：千円)

前連結会計年度(平成17年12月31日現在）

１.その他有価証券で時価のあるもの (単位：千円)

１．株 　　 　式 250,015       831,204               581,188

合 　　　　　計 250,015       831,204               581,188

  (単位：千円)

デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いている。

　非上場株式 20,000               

区　分  取得原価

２．時価評価されていない主な有価証券

中間連結貸借対照表計上額

デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いている。

３．前連結会計年度末（平成17年12月31日現在）

（デリバティブ取引関係）
１．当中間連結会計期間末（平成18年6月30日現在）

デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いている。　

２．前中間連結会計期間末（平成17年6月30日現在）

 取得原価区　分

中間連結貸借対照表計上額

　非上場株式 20,000               

中間連結貸借対照表計上額 差　　　額

連結貸借対照表計上額 差　　　額区　分  取得原価

差　　　額中間連結貸借対照表計上額

　非上場株式 20,000               

２．時価評価されていない主な有価証券

連結貸借対照表計上額
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（セ グ メ ン ト 情 報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自平成１８年１月１日 至平成１８年６月３０日） 

事業の種類として「研磨材製商品の製造販売事業」及び「茶類及び医薬部外品等の販売事業」に区分しているが、当中間連

結会計期間については、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「研磨材製商品の製造販売事業」の割合が

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

前中間連結会計期間（自平成１７年１月１日 至平成１７年６月３０日） 

事業の種類として「研磨材製商品の製造販売事業」及び「茶類及び医薬部外品等の販売事業」に区分しているが、当中間連

結会計期間については、全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「研磨材製商品の製造販売事業」の割合が

いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

前連結会計年度（自平成１７年１月１日 至平成１７年１２月３１日） 

事業の種類として「研磨材製商品の製造販売事業」及び「茶類及び医薬部外品等の販売事業」に区分しているが、当連結会

計年度については、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「研磨材製商品

の製造販売事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

２． 所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間（自平成１８年１月１日 至平成１８年６月３０日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合がいずれも90%を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

前中間連結会計期間（自平成１７年１月１日 至平成１７年６月３０日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合がいずれも90%を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

前連結会計年度（自平成１７年１月１日 至平成１７年１２月３１日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合がいずれも90%を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

  

３．海外売上高 

  当中間連結会計期間（自平成１８年１月１日  至平成１８年６月３０日）                   （単位：千円） 

                        アジア その他  計 

Ⅰ 海外売上高 412,999 27,922  440,922 

Ⅱ 連結売上高  2,150,780 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合   19.2%  1.3%   20.5% 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。                       ＊千円未満切捨 

     ２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア……東アジア及び東南アジア諸国   

(2)その他……アメリカ（北米、南米）・欧州（ヨーロッパ諸国）等 

３.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

 

  前中間連結会計期間（自平成１７年１月１日 至平成１７年６月３０日）                  （単位：千円） 

                        アジア その他  計 

Ⅰ 海外売上高 318,486 34,345  352,831 

Ⅱ 連結売上高  1,994,028 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合   16.0%  1.7%   17.7% 

  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。                       ＊千円未満切捨 

     ２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア……東アジア及び東南アジア諸国   

(2)その他……アメリカ（北米、南米）・欧州（ヨーロッパ諸国）等 

３.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
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前連結会計年度（自平成１７年１月１日 至平成１７年１２月３１日）                   （単位：千円） 

                        アジア その他  計 

Ⅰ 海外売上高 682,498 87,189  769,688 

Ⅱ 連結売上高  4,137,994 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合   16.5%   2.1%       18.6% 

  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。                       ＊千円未満切捨 

     ２．各区分に属する主な国又は地域 

(1)アジア……東アジア及び東南アジア諸国   

(2)その他……アメリカ（北米、南米）・欧州（ヨーロッパ諸国）等 

３.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
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生産、受注及び販売の状況

(１)生産実績
    当中間連結会計期間の生産実績を事業部門ごとに示すと次のとおりである。

(単位：千円)

研磨材製商品の製造販売事業 2,037,054      1,951,965      4.4
茶類及び医薬部外品等の販売事業 3,500          5,458          △ 35.9

合　　　　　　計 2,040,555      1,957,424      4.2
（注）金額は販売価格によっており、消費税等は含まれていない。

(２)受注実績
　　当社は主として見込生産を行っており、受注に基づく生産はほとんど行っていない。

(３)販売実績
　　当中間連結会計期間における販売実績を事業部門ごとに示すと次のとおりである。

(単位：千円）

研磨材製商品の製造販売事業 2,147,102      1,983,228      8.3
茶類及び医薬部外品等の販売事業 3,676          10,800         △ 66.0

合　　　　　　計 2,150,779      1,994,028      7.9
（注）上記の金額には消費税等は含まれていない。

(４)仕入実績
　　当中間連結会計期間における仕入実績を事業部門ごとに示すと次のとおりである。

(単位：千円）

研磨材製商品の製造販売事業 190,715        174,654        9.2
茶類及び医薬部外品等の販売事業 268            3,752          △ 92.9

合　　　　　　計 190,983        178,406        7.0
（注）上記の金額には消費税等は含まれていない。

(５)外注実績
　　当中間連結会計期間における外注実績を事業部門ごとに示すと次のとおりである。

(単位：千円）

研磨材製商品の製造販売事業 258,342        238,276        8.4
茶類及び医薬部外品等の販売事業 -              -              -         

合　　　　　　計 258,342        238,276        8.4
（注）上記の金額には消費税等は含まれていない。

前中間連結会計期間

前中間連結会計期間

事業部門の名称 当中間連結会計期間

事業部門の名称 当中間連結会計期間

事業部門の名称 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

事業部門の名称 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

　前年同期比（%）

　前年同期比（%）

　前年同期比（%）

　前年同期比（%）
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